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自治基本条例施行記念フォーラム 
～輝く明日のまちづくりはわたしたちの手で～ 

 
 
 

１ 目的 
 
  岸和田市自治基本条例とそれに伴う関連条例

（意見聴取、審議会等、住民投票、外部監査）が

8月1日に施行された。岸和田市にとって自治基

本条例がどういう意味を持つのか、どんな特徴が

あるのか、自治基本条例の施行によって岸和田市

の何が変わるのか等について、市民にできるだけ

理解してもらえるように講演とシンポジウム形式

で、わかりやすくＰＲし、認識を深めてもらい、

市民自治都市の実現に向けて新たな一歩を踏み出

していこうというものである。 

 

２ 概要 
 
 (1) 日 時………2005年8月27日（土） 

13：30～16：30 

 (2) 場 所………岸和田市立福祉総合センター 

１階大会議室 

 (3) テーマ………岸和田市自治基本条例～輝く明

日のまちづくりはわたしたちの手で～ 

 (4) 内 容………以下のとおり 

 

第 1部 基調講演 

 (1) テーマ：自治基本条例と市民参画・協働 

 (2) 講 師：山口道昭氏（立正大学法学部教授） 

 (3) 休憩 

第２部 シンポジウム 

 (1) テーマ：岸和田市自治基本条例～輝く明日

のまちづくりはわたしたちの手で～ 

 (2) 出演者：山口道昭氏（立正大学法学部教授）

松村信夫氏（大阪弁護士会弁護

士） 

原 氏（岸和田市長） 

上野谷加代子氏（桃山学院大学社

会学部教授・コーディネーター） 

 (3) 質疑応答 

 

 

 

 

 

 

３ 第１部：基調講演「自治基本条例と市
民参画・協働」記録 
 

 

○市長（原 曻） 

 皆さん、こんにちは。 
 ただいまご紹介いただきました岸和田市長の

原曻です。台風が横を通ってくれましたが、また

暑さがぶり返してきました。非常に暑い中、また

お休みのところ、きょうは岸和田市自治基本条例

の記念フォーラムにこのようにたくさんのご参

加をいただきましてまことにありがとうござい

ます。 
 本日のテーマとなっております自治基本条例

は、岸和田市の憲法とも言われております。本市

ではこれまでのさまざまな市民参加の取り組み

に取り組んできましたし、まちづくりを進めてき

ました。私の公約の市民参加のまちづくりをした

いということですから、この条例づくりに当たっ

ても、公募の市民委員の皆さん方に白紙の段階か

ら約１年10カ月をかけてご苦労いただいて、こ

の基本条例をつくっていただいたわけです。 
 そして、この自治基本条例が昨年の12月議会

で可決され、その後、関連する条例が去る６月の

議会で可決されまして、自治基本条例と関連する

５つの条例がこの８月１日から同時に施行とい

うことに至りました。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 本日はその施行を記念して自治基本条例の策

定に学識経験者として携わっていただき、さまざ

まな視点からアドバイスをいただいた、またご指

導いただいた山口先生、松村先生に、そしてきし

わだ都市政策研究所理事長としてご活躍いただ

き、またご指導いただいた上野谷先生を迎え、岸

和田市にとって自治基本条例をどういうふうに

市政に生かしていくべきなのか等について話し

合うとともに、岸和田市が市民自治都市の実現に

向けて新たな一歩を踏み出していこうとするも

のです。これからの岸和田市について皆さんとと

もに一緒に考え、そして検討していただければ非

常に幸せです。どうぞ最後までご協力をいただき
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ますようお願い申し上げ私のご挨拶とさせてい

ただきます。ありがとうございました。よろしく

お願いいたします。 
 

○司会（企画課長） 

 それでは、早速ですが、基調講演に移らせてい

ただきます。 
 基調講演をしていただきますのは、今ご紹介い

ただきました立正大学法学部教授でいらっしゃ

います山口道昭先生に基調講演をしていただき

ます。山口先生におかれましては、元川崎市役所

の職員をされておられ、地方自治の現場でご活躍

をされ、その上で立正大学の法学部の方へご就任

されています。 
 それでは、「自治基本条例と市民参画・協働」

というテーマで先生にご講演いただきますので、

よろしくお願い申し上げます。 
 

○講師（山口道昭） 

 こんにちは。 
 ただいまご紹介いただきました山口です。立正

大学というのは、本部は東京都にあるんですが、

法学部については埼玉県にあります。私が住んで

るのは神奈川県で、直接この岸和田市とかかわっ

たのは今回が初めてでしたし、また、それ以前、

何か特別な知識があったのかというと、これまた

なかったわけです。ひょんなことからこちらの方

に参りましてこういったお手伝いをすることに

なってきまして、その辺の経緯についてはもしか

したらこの後のシンポジウムで出るかもしれま

せん。 
 今回、自治基本条例ということですが、言葉は

自治基本条例といっても違った言い方もあるわ

けで、ある意味、私は、それについては思い入れ

もあったわけです。最近は自治基本条例、少し前

はまちづくり基本条例というふうに言っていま

す。もう少しさかのぼってみますと、都市憲章と

いうようなことを言った時代があったんです。都

市の憲章。英語で言うとチャーターなんですが、

憲法に近いような憲章なんですが、一般の条例よ

りも少し違った条例であるということで憲章と

言っていた時代がありました。そして、その都市

憲章を日本でつくろうと最初に言い出したのが

川崎市、川崎市役所だったんです。 
 それは随分昔の昭和40年代の頃でした。当時

川崎市というのは公害がひどく、大気汚染の問題

もそうですし、また、海の汚れ、河川の汚れ、多

摩川なんですけれども、そういったものが非常に

汚れていた時代がありました。もちろん国の方で

も大気汚染防止法だとか水質汚濁防止法だとか

いったものをつくっていったわけですが、そうい

った基準が産業界に配慮したものであったとい

うようなことも言われ、緩いものでもあったんで

す。 
 その結果、川崎も結構細長くって、住宅地と海

側の工業地帯とあるんですが、私の家は工業地帯

にあり、周りを見ると、工業、公害によって、結

構柔道なんか一生懸命やってた少し上の先輩な

んかもいたんですが、インターハイだとか行きた

いと思い、ランニングしてる最中に汚れた空気吸

ってますんで、そういった大会に出るのを断念し

たとかいったこともあります。クラブ活動で結構

ランニングっていうのは基礎的なものだから、天

気のいい日にランニングをすると光化学スモッ

グにやられてだめだからこれはちょっと無理な

んだと、やらない方がいいよと。本来運動すると

いうのは体を強くするためにやるわけですが、そ

ういったものはできないような状況だったんで

す。 
 また、海の方で釣りをすると奇形のハゼ、背中

がぐにゃっと曲がったようなハゼがとれたりし

たわけなんです。そうしますと、これは何とかし

なければいけないというふうに思うわけで、国の

方がしっかり規制をしてくれないんであれば自

治体がみずからやるべきだということだったん

ですね。 
 少し前に廃止されてしまった法律ですが、公害

関係の法律があって、公害被害者に対する補償を

する法律の仕組みがありましたが、そのモデルと

なったのが、川崎市の条例だったんです。が、補

償するためには財源がなければいけません。その

財源を企業、原因者からお金をいただいてそれを

補償の財源に充てるといったことを考え出した

のが川崎市でした。これは個別の施策ですが、そ

の基礎となるような、こういった問題は公害だけ

ではなく、福祉の問題、環境の問題もそうですの

で、そういったものをひっくるめたものを都市憲

章という形でつくっていきたいといったことを

考えたのが昭和40年代の半ばぐらいのことでし

た。 
 ところが、国からすればそういったことを自治

体で独自にやっていくというのは国にけんかを

売ってるんではないか、当時はもちろん、自民党

政府と当時革新自治体と言われたようなことで、

まだ社会党だ共産党だって元気な時代でありま

したんで、けんかを売ったんだと思うんですね。

売られた方はそれで楽しいわけではないという

こともあり、結局、都市憲章条例というものはつ

ぶれていったわけでした。それができなかったん

ですが、個別の施策については別途条例によって
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進めていくということをしていきました。 
 私は、一人の市民というか、まだ中学生、高校

生ぐらいだったんですが、そういった取り組みが

基礎にあって、大学を出てから市役所に勤めると

いったことにもなり、結構私の個別の生まれ育ち

というか、そういったところにつながっている条

例なんです。それがその当時にはできなかったわ

けですが、時代が変わり、地方分権の時代という

ことでこういったものができ、非常によかったと

いうふうに思っているところです。それが自治基

本条例前史というようなことで、今の自治基本条

例ではなくて少し前のものですが、そういったこ

とも少し頭に置いていただければできた条例の

価値というものがわかってくるというふうに思

います。 
 
自治基本条例と市民参画・協働 
 あとレジュメに基づいてお話をしたいと思い

ます。タイトルは「自治基本条例と市民参画・協

働」ということで、市民の参画、それから協働と

いったものがこの自治基本条例をつくる際にも

キーワードになったし、またできてからもキーワ

ードになっていくんではないかといったことで

こういったタイトルをつけさせていただきまし

た。 
 
１ 自治基本条例の位置付け 

 (1) 「まちづくり基本条例」と「自治基本条

例」 

 そこではまちづくり基本条例と自治基本条例

ということで、実際そのまちづくり基本条例とい

う名称で条例ができたのは平成12年のことです

ので５年ぐらい前で、条例としては初めてでした。

北海道ニセコ町なんですね。もちろん昭和40年

代ぐらいの保革対立の時代ではなく、今、最近は

２大政党とか言ってますけど、当時に比べれば穏

健な対立なのかなと思っているところで、それほ

ど国とけんかをして条例をつくるという時代で

はないかなと思っています。そこで初めてこうい

った条例が北海道でできたということです。 
 しかし、ニセコ町の場合も、これも二面的な問

題があり、１つは、まちづくり基本条例という名

称にしたということは、これは少しやっぱり国に

対して遠慮しているわけです。自治基本だといい

ますと国に対してけんか売ってんのかというと

られ方が発生する面もありますんで、その名称は

ちょっとやめようよということで、もうちょっと

穏健なまちづくり基本条例といった名称にした

というのが第１点目でした。 
 しかし、国の法律の枠内で何かをつくるんであ

れば何も自治体が条例をつくる必要もないとも

言えます。あえてつくったんだから、やはりそれ

は国の法律の体系の中では不備だからこういっ

たものをつくりたいといったことがあるかと思

いますんで、一部、けんかを売るところまではい

かないけれども、多少、国の考え方と違ったもの

をこの条例の中に埋め込んでいきたいといった

ことを考えてたと思います。そしてそれができた

わけですが、もともとまちづくり基本条例という

ものがあっても、冒頭に申し上げました都市憲章、

都市憲章条例に連なっているものですので、やは

り国との摩擦というものは多少はあるというこ

とは考えておかなければいけないものだったと

思います。 
 そうしますと、どういったところで国と摩擦が

起こってくるのかということなんですが、これが

法令の自主解釈ということなんです。自治体の条

例は憲法や法律に反してはいけないというのは、

これは当然のことです。しかし、法律というのは

細かなことまで書いているわけではないわけで

す。環境に配慮しなさいといったことが書いてあ

ったとしても、環境にどうやって配慮をするのか、

どの程度の有害物質を排出したときに環境に配

慮したことになるのかならないのかといったこ

とは、これは解釈になってくるわけです。その法

令の解釈といったものをどのようにしていくの

かといいますと、これは自治体でも解釈してよろ

しいんではないかということなんです。もちろん

結構国の法律、国会でもちろんつくってはいます

が、その案は省庁、内閣でつくりまして、それを

国会に提出しているんで、その案をつくった省庁

の職員にしてみれば、この法律というものはこう

いったことのためにあるんだといったことは言

えると思うんです。しかし、それを受け取って実

際に自治体の現場で執行する際には、国の言って

るとおりにしたんでは、ちょっと市民生活を守る

ことはできないんではないかといったこともあ

ると思うんです。そういったときに、自分たちの

考えたやり方という部分が法令に反するのか反

しないのか、国の法律はこう書いてあるんだけれ

ども、違った見方をすれば法令に反したことにな

らないんではないのかなといったことがあるか

と思いますんで、そういった取り組みということ

をしていったらどうなのか。ただ、それを職員が

勝手にやったんでは困るわけで、自治体として、

市役所としてある一定の考え方を確立する必要

があるんではないか。その基準というものが、自

治基本条例に基づく基準なんだというふうにな

ってくるのかなというふうに思います。そこでそ

ういったものをつくろうといった動きがあって、
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岸和田市では現実につくられたといったという

ふうに思います。 
 
 (2) 自治基本条例の内容 

 次の項目を見ていきますと、自治基本条例の内

容というふうに書いてあります。ここは、岸和田

市の自治基本条例ということではなく、一般的な

自治基本条例、岸和田以外のものも含めて自治基

本条例ではこういった内容を含んでるんではな

いのかといったことを、ここでは少しお話をした

いというふうに思います。 
 多少復習的なことを言いますと、地方自治とい

うものは住民自治と団体自治から構成されてる

というふうに言われます。住民自治というのは市

民が自分たちの自治体、市役所をどうやって運営

していったらいいのかといったことを決めてい

くわけです。住民がみずから自分たちの政府、こ

れは市役所なんですが、その仕事のやり方を決め

ていく。これが住民自治の問題になります。あと

もう一つは団体自治で、これは住民自治の結果と

して、市役所でこういうことをやりたいというふ

うに決めたとしても、それが国の法律に違反をし

てしまうということになればそれはできないと

いうふうにされてしまうわけです。そうしますと、

団体が国だとか大阪府だとかから一定の独自性

を持って、また行政運営についてあれこれ言われ

ないという独立性がないと、これはみずから住民

自治をすることもできないんではないのか、そん

な関係があるというふうに思います。もちろん市

民の自治を保障するために、法律でも後押しをし

ているわけです。いろんな法律があるわけなんで

すが、その根本的な法律が地方自治法という法律

だと思っています。そのように考えますと、地方

自治法というのは自治を守る法律であるという

ことが言えると思うんです。地方自治法によって

市役所の自治は守られている、そういう面があり

まして、これが一番大きな面だと思います。 
 しかし、その地方自治法というのは一面では自

治体の自治を制約しているということが言える

かと思うんです。例えば、最近構造改革特区いう

ようなものが国の方で認めてもらえれば、自治体

が個別の法律の枠を外れていろんなことができ

るということを言ってるわけなんですが、じゃあ

地方自治についても構造改革特区で何らかのも

のを認めてもらいたいということを考えたんで

す。埼玉県に志木市という市があるんですが、あ

そこの市長さんがもうかわっちゃったんですが、

かわる前の市長は、構造として地方自治の解放特

区というものを国の方に申請をしていました。そ

の中には、市長は要らないんではないかと、非常

に過激な発言なんです。議会の議員の中から代表

者を選んで、そこが行政を執行すればいいではな

いのかと、そのように考えれば、その中で、議会

の議員の中で、シティマネジャーというのを選任

しまして、それに執行権をゆだねていくというよ

うなやり方なんです。結構アメリカ、ドイツ、イ

ギリスとか、そういった他の国ではそういったも

のがあります。ですので、日本でもそういったこ

とをやったらどうなのかという考え方、発想とし

てはあり得ると思います。 
 さらに国では、議院内閣制で、議員の中から内

閣の総理大臣になるっていう国なんですが、これ

を自治体に置きかえれば、議員の中から市長を選

ぶといった発想法はあるわけなんです。また、議

会の中を見たときには、国の方には参議院と衆議

院と２つの院がある、２院制がとられるわけです

から、自治体でもそういったものをとったらどう

なのか。これも発想としては考えられます。 
 さらに、選挙制度といったものも考えられるわ

けで、国の方ではこれは今、小選挙区制と比例代

表制、組み合わせてやっているわけですが、地方

の場合、ほとんどすべて大選挙区制だと思うんで

す。岸和田市だったら岸和田市を１つの選挙区と

して、その中で何人というやり方をとっているわ

けです。しかし、これも発想法だけで考えれば、

小選挙区制だっていいんではないのか、比例代表

だっていいんではないか。かつて国であった中選

挙区ですね。ある一定の区域に分けるんだけれど

も、その区域の中で代表者を選んでいく、そんな

やり方も考えられるわけです。中選挙区制が自治

体に全くないのかというと、これはそうでもない

んです。政令指定都市には行政区がありますので、

大阪市にも行政区がありますが、行政区ごとに選

挙の単位というふうにしているわけです。しかし、

選ばれればそれは行政区の代表ではなくて市の

代表者であるというふうに変わっていきます。そ

のように考えていけば、何も政令指定都市だけに

そういった仕組みを置くんではなく、中核市や特

例市とか、そういった規模の都市でも選挙区を分

けてもいいんではないかと、これも発想法として

はあるかというふうに思います。あくまでもどう

いったやり方を選ぶのかといったことは、これは

住民、市民が考えればいいんであって、国の制度

としてはいろんな選択肢を与えればいいんでは

ないかと。そのうち、うちの市は今のままでいく

よと、うちの市はそうではなくて中選挙区制をと

っていくよと、そんなことも考えられるというふ

うに思うわけです。アメリカではそういった自治

体の仕組みを決めていくのを、チャーター、憲章

によって決めるというふうにしているわけです。 
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 ところが、日本の場合には、そういった選択肢

がないわけです。市長は住民が直接選挙によって

選ばなければいけない、議会というものも置かな

ければいけない、その選択、選出方法も、住民が

直接選挙で選ばなければいけないというふうに

決められているわけです。これは住民自治という

観点からすれば合理面ももちろんあるわけなん

ですが、違った選択肢がとれないということから

考えていきますと、悪い面もあるんではないかと

いうことです。そういったルールづくりを自ら決

められるようにしたらいいんではないか、地方自

治法の枠組みをもう少し緩和するようにしたら

いいんではないか、こういった議論もまたあると

ころです。これは考え方としてはもちろんあるわ

けなんですが、地方自治法なり公職選挙法なりで

はっきり書かれていますと、法令の解釈といって

も余地がないわけですので、そこまではいけない

なということになってきますと、なかなかその団

体自治として自治体の枠組みを国との対等関係

の中で決めていくということはちょっと難しい

のかなと。じゃあ何が自治体の場合には決められ

るのかというふうに見ていきますと、自治体内部

なんですね。自治体内部の行政の執行方針だとか、

市民との関係だとか、議会のあり方だとかいった

ことについては、これは法律の枠内でやるんであ

れば結構だというふうに言えるんで、国も文句は

言ってこないということになります。それを決め

ていこうというのが自治基本条例であり、少し前

のまちづくり基本条例だったんだなというふう

に思っています。 
 
 (3) 自治基本条例は、自治体の憲法？ 

 次の項目に移りますと、自治基本条例は自治体

の憲法かどうかという論点があるかと思います。

自治体の憲法ということを条例の中ではそのと

おりに表現していませんが、この条例は○○市の

最高規範であるという書き方をしてると思いま

す。岸和田市の自治基本条例でもそのように書い

ていますし、既に成立した他の自治基本条例の中

にもこういったことを規定したものはあるかな

というふうに思います。最高規範と書かれている

んですが、じゃあその効果がどんなものなのか。

最高規範だからそれに従わないような別の条例

をつくったときに、それは自治基本条例違反にな

ってしまうんですね。そうしますと、その別の条

例の効力がなくなってしまうのかどうなのかと

いうことが一つの論点として出てくるんではな

いのかというふうに思います。どうですかね。も

ちろんこれはそういった事態にならないように

というふうにくぎを刺しているだけなのか。しか

し、くぎを刺された、しかし、それに違反してし

まうことがないとも言えないわけです。もしかし

たらそんなことも起こってくる。起こってきたと

きに、それに基づく個別の何らかの処分だとか、

市の仕事のやり方といったものが、これは違法だ

から市民の側からすれば従わなくていいんだと

言えるのかどうなのか。そういったことが問題に

なってくるというふうに思います。 
 これも地方自治を貫徹していくんであれば、ど

っちが正しいのか。従わなければいけないのか、

それとも従う必要がなかったのかといったこと

を判断する機関というものがなければいけない

と思います。日本の場合には、裁判所が判断をし

ているわけです。その裁判所がどこにつくられて

いるかというと、これは国なんですね。自治体で

は立法権と行政権といったものはあるわけなん

ですが、それを判断する司法権というものは与え

られていません。連邦国家を見ていきますと、ア

メリカにしてもドイツにしても、州の裁判所とい

ったものがあって、そこでこういった問題を判断

していると思うんですが、日本ではそこまではい

かないといった限界はあるのかなというふうに

思います。そうしますと、最高規範が書かれたと

してもその決着を見るのは、これは裁判になって

みないとわからないということなんです。なぜ最

高規範だというふうに書いてあるのかといいま

すと、最終的なものはわからないにしても、とり

あえず市はそういったものを尊重して守ってい

くよと、そういった意思表示をしたというふうに

見ざるを得ないかなというところです。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２ 自治基本条例の特徴 
 それでは次に、２番目の項目として自治基本条

例の特徴というところです。これも岸和田市に限

らず、一般的なものです。 
 
 (1) 情報共有 

 幾つかポイントが上げられますが、まず１つ目

は情報共有というのがあります。一般的に何らか

の処分等があって、それを裁判所で判断してくれ
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るのであれば、事務的にどちらが正しかったのか

といったことが市民にとっても明らかになって

くると思います。ところが、日本の法制度のもと

で自治体が何らかのことをしたとしても、なかな

か裁判まではいかないと思うんです。そうします

とどっちが正しかったのかといったことが白黒

はっきりつかないわけなんです。はっきりつかな

いとしても、市民の中ではどちらがよかったのか

といったことを考える判断材料がなければいけ

ないというふうに思います。そうしますと、いろ

んな情報があまねく市民のものになっていて、市

民と市役所が同じ情報のもとに判断すると、それ

によってどちらが正しかったのかといったこと

がそれなりにわかってくると思うんです。そうい

う状態をつくっていこうということで情報共有

といったものが、自治基本条例の柱の一つになっ

ているんだろうと思います。 
 
 (2) 住民参画・協働 

 また、せっかく情報が共有されているんであれ

ば、市役所が意思決定をする際に、住民の意見を

尊重してもらわなければいけないというふうに

思うわけです。住民、市民の方でいろんな情報を

知っていたとしても、それを表明する機会がなけ

ればいけないわけで、そしてそれが表明されたと

すれば、それを尊重して行政決定がなされていか

なければならないだろうと思うわけです。これを

一つは参加というふうに言っていますし、また、

決定権が行政の方にあるんじゃなくって協働し

て決定していくんだというふうに考えていけば、

これは協働というふうになっていくかと思うわ

けですが、ある分野については参加にとどまらざ

るを得ないといった部分もあるだろうし、また、

分野においては一緒に協働をしていくといった

こともあるかと思います。結構まちづくりについ

ては情報さえ住民と市役所が共有していれば協

働して決定するといったことができるかと思い

ます。しかし、ある市民に対して福祉の措置をす

るといったこともあるわけです。保育園に入れる

とか、特別養護老人ホームの費用をどうするかと

か、介護保険の制度になってれば介護保険の保険

料をどうするかとかいった問題があるわけです。

制度的なものは協働して決定することもできま

すが、お子さんを保育園に入れるかどうかといっ

た具体的なことをみんなで情報共有してしまう

とプライバシーの問題も絡んできて、そんなこと

はあり得ないと思うんです。そういった個別の問

題については、これは市役所の方に決定権をゆだ

ねなければいけないというふうになっていくと

思うんです。そうしますと、協働になじむものと

協働になじまないものというようなのがあるわ

けで、なじまないものについてもなるべく参加と

いったことで、市民の一般的な考え方を行政に取

り入れてもらおうということがあるかと思いま

す。 
 さらに、それは個別の措置だけではないという

ふうに言えると思うんです。ごみを分別するとい

ったものについては、行政の実施過程の問題なの

で、協働してやっていかなければいけないという

ことかと思いますが、そういった実施過程以外の

物事を決める際に、分別にしても、缶と瓶に分け

るだけでいいのか、乾電池と紙はどうするのか、

鉄の缶とアルミ缶とどうするのか。結果は分けて

いけばいろんな論点があるわけですので、それを

一方的に役所の都合だけで決めるんではなくて、

市民と協働してそういったことにもこの協働の

原則というものがかかわってくるということが

言えると思います。そういった原則を自治基本条

例の中で書いておくといったことが大事だとい

うことです。 
 
 (3) 条例の体系化 

 次は、条例の体系化ということです。自治体の

条例というものは、地方自治法の世界ではどんな

条例も同じ条例なんです。しかし、自治体の憲法

であるというような条例があれば、これはちょっ

と一段高いところにあってもいいんじゃないの

かというふうに思います。そうしますと、一段高

い条例、自治基本条例でありますけども、その考

え方に基づいて他の条例が枝分かれしてできて

いく、そんなことをつくっていく必要があるだろ

うと思います。また、その条例以外にも自治体に

は規則とか要綱とかがありますんで、これらを体

系化していく。それによって自治体の法体系をわ

かりやすく示すことができるんではないだろう

か、そのことを自治基本条例の中で書いておくこ

とが大事だと思います。そして、そのように体系

化されたとすれば、役所の中だけで体系化されて

いては意味がなく、これを市民の方に知らせてい

くことも大事になってくると思います。紙に書い

ただけではなく、インターネットなどで、市民が

直接アクセスできるような環境は整っています

から、そこに情報を乗っけてくれと、それによっ

て行政の中身が透明になる。これをねらうという

ことを原則の一つにするということが言えるの

かなというふうに思います。 
 さらに言いますと、自治体で行政を行っている

のは、条例に基づいて行政を行うのではなく、む

しろ国の法律によって行政を行っている部分が

多いというふうに思います。そうしますと、先ほ
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どの法令解釈権の話なんですが、一般的に市民の

方から、何でこんなことをやっているのかといわ

れますと、これは法律に決まってるからできない

んだ、できるんだというふうに答える場合が多い

かと思うんです。しかし、本当に法律によってで

きないというんであれば、法律のどこに書いてあ

るのか、法律では結構抽象的であって、それを具

体的に書いているのは、国の方で法律以外の規則

だとか省令だとか府令だとか、そういったものが

あるわけなんですが、そういったものなのか、そ

れともいわゆる通知分ですね、省庁の職員はこの

ようにこの法律を解釈してるからこのようにや

ってくれというふうに通知をするような文書な

のか、それとも、自治体が独自に、これはこのよ

うに考えていきたいというふうにしているもの

なのか、大もとは法律にあったとしても、その具

体的なところはそうではない場合が多いわけで

ありますので、具体的なものは何なのか、どうい

うようになっているのかといったことを考える

必要があるわけです。自治体の職員がその解釈を

する際には、国がこう言ってるからいうのではな

く、国の言うことも参考にはするが、むしろこの

ようにやった方が市民全体の幸せにつながって

いくんだという考え方に立っていかなければい

けないというふうに思います。そういった考え方

をこの条例の中で示すということが大事なのか

なと思っているところです。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３ 岸和田市条例の特徴 
 では、具体的に、岸和田市の条例ではどんなふ

うになっているのかについて簡単に見ていきた

いと思います。 
 
 (1) 最高規範性 

 まず、最高規範性というのがあります。今、岸

和田市の自治基本条例もまた最高規範に関する

規定を持っています。このチラシの後ろの方に条

例がみんな載ってますんで、話を聞きながら見て

いただければわかると思います。最高規範性は

32 条です。そんなことが岸和田市条例にも書か

れているということです。これも論点として上げ

ていきたいと思います。確かにその 32 条、「市

民、事業者及び市は、誠実にこれを遵守しなけれ

ばならない」というふうに書いてあります。もち

ろん遵守をしなければならないわけであります

ので、遵守されていれば何の問題も生じないとい

うふうになっていきます。しかし、その法律とか

条例とかを考えていったときには、余り性善説で

は考えないんですね。うまくいけばいいよという

ふうに考えるんじゃなくて、性悪説でありまして、

もしもこれに違反したときにどうなるんだろう

かといった発想法を結構法律家はするんではな

いのかというふうに思うんです。見ていきますと、

32 条では「遵守しなければならない」というふ

うに書いてありますが、しなかったときにどうな

のかといったことを、これは解釈として考える余

地があるんじゃないかと思います。 
 １つは、これは行政上の義務なんだというふう

に見る考え方があると思うんです。行政側はこの

自治基本条例を守らなきゃいけない立場だから、

それを守るべきだ。しかし、守れなかったとして

も、市民に権利がなければそれを是正させること

はできないと思います。そのように見ていくのか、

それともこれを守らなければならないといった

ことの裏返しとして、守れなかったときには市民

がそれを是正させるような権利まで持っている

というふうにもとらえることもできないことも

ない。ちょっとあいまいな言い方なんですが、で

きる余地というのも少しはあるんだろうけれど

も、そこまでいかないんじゃないかなというよう

なことがあるからそのように表現してるんです

が、そうしますとどうなのか、これも最終的には

裁判で決着をつけるというふうになっていくし、

日本の裁判制度、行政事件の場合には、なかなか

裁判に乗っからない、もちろん訴訟を起こすのは

いいんですが、裁判所が中身まで判断してくれな

くて、これは門前払いだというようなこともして

くるわけなんで、どこまでいけるのかなといった

ところがあるわけなんです。最終的には裁判で決

着をつけるようなところの規定、書き方なんだと

いったこともちょっと頭に置いていただければ、

条例を深く読めるんではないかと思います。 
 
 (2) 他の条例への委任 

 先ほど条例で体系化、法体系の問題を言ったと

思うんですが、岸和田市条例では、体系化といっ

たものがどのようになっているのか、また、どの

ように表現されているのかという話をしたいと

思います。この自治基本条例の中には、情報の公

開の話とか個人情報保護の話とか行政手続の話
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とかが書かれています。それについては条例をど

うこうしろというふうには書かれていないわけ

なんです。それはなぜかというと、これは既にあ

るからだったんですね。情報公開条例もあるし個

人情報保護条例もあるし行政手続条例もあるし、

だからあえて自治基本条例の中ではそういった

条例をつくらなければいけないというふうには

書いていないわけです。しかし、自治基本条例に

書かれている原則がありまして、それを具体化し

たものが情報公開等の条例なんだというふうに

見ていただければ、体系化になってきたんだなと

いったことがわかるように思います。 
 そのほかに、新たにつくられた規定もあるわけ

です。レジュメを見ていただきますと、意見聴取

の手続に関する条例、審議会の委員の公募に関す

る条例、審議会等の会議及び会議録の公開に関す

る条例、あと住民投票条例、外部監査契約に基づ

く監査に関する条例、こういったことがありまし

て、ここは新たにつくる条例ということがありま

したんで、具体的にこの内容は自治基本条例の中

に書かれています。結構この条例自体が協働だ参

画だといったことに重点を置いていまして、第６

章、１６条以降にそういったことが書かれている

わけです。協働、参画、それから１８条に行きま

すと、具体的になりまして、意見聴取制度といっ

たことがあるわけです。どんなもの、どんな対象

については市民の意見を聞かなければならない

といったことが書かれておりまして、その１８条

の３項の最後の方には、「別に条例で定める」と

いうふうに書いてあって、自治基本条例は昨年の

１２月にできたもので、このときには別に条例で

定めるとしか書かれていなかったわけでありま

した。しかし、市の方では、自治基本条例の中で

別に条例で定めるというふうに書かれてるわけ

なので、じゃあ別に条例をつくんなきゃいけない

といったことがあったわけです。これは市として

の義務であるというふうに思われるわけです。そ

の義務を履行するために、今年の６月に、別途、

関連する５つの条例をつくりまして、この８月に

施行ということになっています。自治基本条例で

体系化したものを具体化したものが５つの条例

であったということです。そのほかも、１９条の

３項とか２０条の４項とか、「別に条例で定める」

というふうに書いてありますように、これが具体

化されたものなのだといったことで見ていただ

ければよろしいと思います。 
 さらにつけ加えますと、議会に関する条例につ

いても、この自治基本条例の中では触れているわ

けです。９条の２項というふうにレジュメにも書

いております。９条は、議会の責務を定めたとこ

ろですが、その２項の最後には、「議会は、自ら

の権能と責務に関する基本的な条例を定め、市民

に対し、議会の役割を明確にするよう努める」と

いうふうに書かれています。ここは別に条例で定

めるとは書いてるんですが、最後の述語のところ

では「努める」ですので、この努めた結果、近い

将来なのか、ちょっとどのぐらいになるかわかり

ませんが、議会の基本的な事項を定めた条例とい

うものができていけばいいなといったことを期

待してこういった条文があるわけです。ところが、

他の協働関係の条文とは違いまして、これはすぐ

つくらなければいけないというふうに言ってる

わけではないんで、将来にこの課題を引き継いだ

ということがありますんで、この努力義務といっ

たものが果たされるかどうかといったものは今

後見守っていく必要があるというふうに思って

いるところです。 
 
 (3) 常設型住民投票 

 次の項目に行きますと、常設型の住民投票とい

うのがあります。ここは策定委員の案と、それか

ら行政の方で議会に提案した案とで少し異なっ

ていた規定であって、一応考えられるのは、その

市民の請求権、それから議会の請求権、それから

市長の自主実施権、３つ方式があるわけです。住

民投票といったものは、これは住民が投票するの

ではありますけれども、そういったものをやるか

やらないかを提案するといったものは、あらゆる

ところから提案はできるかと思います。ところが、

現実にできた条例では、市民請求権、これはあり

ます。しかし、議会の請求権、市長の自主実施権

といったものは、これはあえてここに書かなくて

もいいんではないかといった判断がなされ削ら

れているところです。これは、この条例の解釈に

行きますけれども、市民の請求権に基づいて住民

投票条例はつくられたものでありますんで、住民

投票条例はその手続を定めているわけですから、

住民請求の提案については、住民投票条例の手続

にのっとって実施するようになります。しかし、

議会がやりたいとか市長がやりたいとかいった

ことを考えた場合は、これは自治基本条例とはち

ょっと切れた感じになっちゃいますね。そうしま

すと、住民投票条例の手続にのらなくて、別のや

り方でやっても、この条例上はオーケーなんです

ね。それがいいか悪いかはまた、効率性といいま

しょうか、また別途その手続を定めなきゃいけな

いので、これは結構大変なことだと思いますんで、

好ましいとは思いませんが、ただ法的な考え方か

らすれば、別のやり方をとっても条例違反にはな

らないというふうにはなっていますね。その辺が
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どうだったのかといったことも考える必要はあ

るんじゃないかと思います。１つ先走っていえば、

その条例の第 10 章、33 条には、条例の見直し

というのもあるわけですので、何年か運用した中

でもう少し考えていこうという問題が出てくれ

ば、その見直しの中でこの自治基本条例を改正す

るといったことも考えてよろしいんではないか

と思います。 
 
 (4) 法的整合性の追及 

 次は法的整合性の追求というのがあります。１

つは、訓示規定というのは、こういうふうにしな

さいよと言うわけです。言っているんだけれども、

それに反したとしても、権利が与えられているわ

けではないので、じゃあ罰則はどうだといったこ

とにはなっていかない訓示規定なんです。法的な

実効性を保障するということを考えていけば、そ

れに違反したときにはどうなるのかといったこ

とまで考えていかなければいけないんではない

か。なるべく法的な実効性を保障するようなこと

も考えてこの条例はつくりましたということな

んです。そうしますと、一般的には市民と住民だ

とか、同じような使い方をしてるかと思うんです

が、現実に考えれば違うだろうということで、そ

の市民と住民団体、またその市民と住民の中には、

生きてる人、自然人だけではなくて法人というの

もありますから、法人の問題も分けて定義をしま

した。 
 それから、事業者だとかそんなことがあるわけ

なので、またその事業者っていうのもあるし法人

事業者っていうのもあるんで、これまた法人と全

く同じ概念ではないというふうに思います。その

辺を分けて考えましたということです。それから、

これもちょっと微妙なんですが、住民と言った場

合には、岸和田市に住民票を置いてるといったこ

とも言えるかと思うんです。また、法人の方は事

業活動をどこで展開するのかとかいったことも

あるわけなんですが、そういった性格の違いによ

って権利と義務が異なってくるんではないのか

なといったことも考えながらつくりましたとい

うことで、ちょっと具体的なことは省かせていた

だきたいというふうに思います。 
 
４ 制定過程の「協働」 
 最後の項目が制定過程の協働というところで

ありまして、多少、先ほどの住民投票制度では市

民案と行政案といったものが少し違ってきたと

言いましたが、ほぼそのほかの部分では、市民の

策定委員会がつくったものが行政案になってい

ったということです。行政案といっても、あくま

で条例というのは議会が議決するもので、行政が

案を出したとしても、議会の方でこれはどうなの

というような質疑があれば、それに答えるのは、

行政なんですね。市民が直接責任を持って議会の

場で答えることは難しいというふうに思います

んで、行政もみずから納得して答えられるような

案でなければいけないというふうに思っている

ところです。答えるためには多少その市民案と異

なっても、これは仕方がない面もあったのかなと

いったところです。しかし、その市民案を行政案

が変更させるときには、そのやりとりが必要にな

ってくるわけです。行政が一方的に変更する、こ

れはちょっとおかしいんじゃないかということ

です。もう一つは、行政が変更はするんだけれど

も、変更案といったものを示して市民の側にこれ

でいいでしょうかという問いかけをするという

やり方もあるかと思います。さらに進んでいけば、

行政は、これはちょっと行政案としては取り入れ

られそうもないんでうまく直してくれないかと

いったことで投げかけるようなやり方もあるん

ではないかなと。そして、この岸和田市がとった

やり方というのが、３つ目のやり方をとったわけ

ですね。なるべく市民に物事を考えてもらうとい

ったことが、これが市民と行政との協働の先駆け

になっていくんではないのかといったことで、自

治基本条例の中で協働だ協働だということを書

くだけではなくて、そのつくり方もまた協働的に

やっていくといったことを目指したものである

というふうに思います。でも、最後の最後が、こ

れは市民といっても策定委員会に参加した市民

だけではなくて、一般の市民の方もたくさんいる

わけですんで、そこに対しても結構いろんな説明

会とか、パブリックコメントとかといったことを

しまして、公募市民案から一般市民案へといった

ことを目指して、それを実行したものであろうと

いうふうに思ったところです。 
 すみません、ちょっと私の持ち時間が少し過ぎ

てしまったわけなんですが、またシンポジウムの

中でも新たな論点といったものが出てくるかと

思いますんで、その辺で補足できることがあれば

したいというふうに思います。いずれにしても、

立派な条例ができたというふうに思ってますん

で、これをさらに育てていっていただけたら、あ

とは外から見ていて、期待するしかないんですけ

れども、そのようになってもらえればいいなとい

うふうに思います。ご静聴どうもありがとうござ

いました。 
（拍手） 

○司会（企画課長） 

 山口先生、どうもありがとうございました。 


